２００５年３月９日
情報公開法の制度運営に関する検討会
　　座長　小早川　光郎　殿

名古屋市民オンブズマン
　代表　佐久間信司
「開示請求にかかる手数料」廃止に関する意見
情報公開法における「開示請求にかかる手数料」を廃止されるよう検討されたい。
名古屋市民オンブズマンは、２００４年１１月１日に、国土交通省中部地方整備局に対し、「平成１５年度に（社）中部建設協会と契約した特命随意契約の予定価格と落札価格、複数回入札した際の見積書」を情報公開請求しました。当該契約は３６０件あることが判明しましたが、ファイル数は２９７ファイルと言われました。開示請求にかかる手数料は１ファイル３００円なので、２９７ファイル×３００円＝８９，１００円かかりました。
なお、実際開示された文書の枚数は合計で１，１７６枚でした。
　　

　　　もし「開示請求にかかる手数料」を廃止した場合、費用は大幅に節減できます。
①「開示請求にかかる手数料」１件３００円を廃止した場合（コピー代は現行１枚２０円の
まま）には１，１７６枚×２０円＝２３，５２０円になります。
②「開示請求にかかる手数料」１件３００円を廃止し、コピー代を１枚１０円（愛知県なみ）にした場合には１，１７６枚×１０円＝１１，７６０円になります。
国のファイルの整理方法一つで莫大な費用がかかるのは、情報公開にとって莫大なバリアに

なっています。現行の国の「開示請求にかかる手数料」は、国民からの情報公開請求を制限したいために取っていると思わざるを得ません。実際、名古屋市民オンブズマンの活動として国に情報公開請求することは、高額の「開示請求にかかる手数料」のため躊躇しています。
４７都道府県と１３政令市のうち、「開示請求にかかる手数料」を取っているのは東京都だけです。コピー代も、４７都道府県と１３政令市のうち、１枚２０円なのは、東京・山梨・広島・香川・福岡の５都県だけであり、あとはすべて１枚１０円です（2004年11月現在）。
情報公開法第１条の趣旨を生かすために「開示請求にかかる手数料」廃止の検討を求めます。
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